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2014年 4月2日 

各 位 

 オリックス株式会社 

 （コード番号8591） 

 

 

もみじリース株式会社の簡易吸収合併に関するお知らせ 

 

オリックス株式会社（本社：東京都港区、社長：井上  亮）は、本日、当社を吸収合併存続会社、も

みじリース株式会社（本社:広島県広島市、社長：岸本 俊次、以下「もみじリース」）を吸収合併消滅

会社とする吸収合併を行うこと（以下「本合併」）を以下のとおり決定しましたので、お知らせします。 

なお、本合併は、当社の100％子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略

して開示しています。 

 

１．本合併の目的 

  営業体制のより一層の効率化を図るものです。 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

    本合併の機関決定日     2014年 4月2日 

   合併契約締結日       2014年 4月2日 

  本合併の効力発生日（予定） 2014年 6月1日 

 

  本合併は、当社においては、会社法第 796 条第 3 項に規定する簡易吸収合併の手続によるため、会

社法第 795 条第 1 項に定める株主総会を開催いたしません。また、もみじリースは、当社が総株主

の議決権の 90％以上を保有する特別支配の関係にあることから、会社法第 784 条第 1 項に規定する

略式合併の手続によるため、会社法第783条第1項に定める株主総会を開催いたしません。 

 

（２）本合併の方式 

当社を存続会社とし、もみじリースを消滅会社とする吸収合併方式で、もみじリースは解散します。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容 

本合併に係る株式その他の財産の割当てはありません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

  該当事項はありません。 
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３．本合併の当事会社の概要 

 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 オリックス株式会社 もみじリース株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区浜松町二丁目4番1号 広島県広島市中区中町7番41号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表執行役 井上 亮 取締役社長 岸本 俊次       

（４） 事 業 内 容 多角的金融サービス業 多角的金融サービス業 

（５） 
資 本 金 

214,988百万円  

（2013年 12月末現在） 
30百万円（2014年 3月末現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1964年4月17日 1979年 8月1日 

（７） 
発 行 済 株 式 数 

1,309,558,181株 

（2013年 12月末現在） 

60,000株 

（2014年 3月末現在） 

（８） 決 算 期 3月 3月 

（９） 大株主及び持株比率 

（2013 年 9 月末現

在） 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）        8.92％
オリックス株式会社 100％ 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口）        7.35％
― 

ジェーピーモルガンチェースバンク 

380055                    3.62％
― 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９）   3.41％
― 

ザチェースマンハッタンバンク 

385036          2.97％
― 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 
オリックス㈱（連結） 

（2013年 3月期） 

もみじリース㈱（単体） 

(2013年 3月期) 

 純 資 産 1,643,596百万円 3,877百万円 

 総 資 産 8,439,710百万円 7,284百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,345円 63銭 64,611円 78銭 

 売 上 高 1,062,399百万円 2,520百万円 

 営 業 利 益 150,063百万円 351百万円 

 経 常 利 益 171,782百万円 366百万円 

 当 期 純 利 益 111,909百万円 231百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 102円 87銭 3,852円 42銭 

注：オリックス㈱は米国会計基準のため、経常利益の項目には税引前当期純利益を記載しています。また、純資産は当社株

主に帰属する株主資本合計、当期純利益と１株当たり情報はそれぞれ当社株主に帰属する金額を記載しています。 
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４．本合併後の状況 

 本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期の変更はありま

せん。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社100％子会社との合併であり、連結業績への影響は軽微です。 

以上 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

グループ広報部 堀井・石井 TEL：03-3435-3167 


